
議案第１号 

 

   福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部改正について 

 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  令和４年２月１０日 

 

                     福岡県後期高齢者医療広域連合 

                      広域連合長  二 場 公 人 

 

 

理由 

福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例に規定している用語の定義等で引用して

いる法律の改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、この議案を提出する理由

である。 

 

 

 

 



福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部を改正 

する条例 

 福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例（平成１９年条例第１９

号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項第１号エ中「第２条第２項」を「第２条第４項」に、「

特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 



福岡県後期高齢者医療広域連合情報公開条例・新旧対照表 

 

改正案 現行 

（公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があった

ときは、開示請求に係る公文書に次の

各号に掲げる情報（以下「不開示情報

」という。）のいずれかが記録されて

いる場合を除き、開示請求者に対し、

当該公文書を開示しなければならない

。 

（１） 個人に関する情報（事業を営

む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって、当該情報に含まれ

る氏名、生年月日その他の記述等（

文書、図面若しくは電磁的記録に記

載され、若しくは記録され、又は音

声、動作その他の方法を用いて表さ

れた一切の事項をいう。次条第２項

において同じ。）により、特定の個

人を識別することができるもの（他

の情報と照合することにより、特定

の個人を識別することができること

となるものを含む。）又は特定の個

人を識別することはできないが、公

にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがあるもの。た

だし、次に掲げる情報を除く。 

  ア  略 

  イ  略 

  ウ  略 

エ 当該個人が公務員等（国家公務

員法（昭和２２年法律第１２０号

）第２条第１項に規定する国家公

務員（独立行政法人通則法（平成

１１年法律第１０３号）第２条第

４項に規定する行政執行法人の役

員及び職員を除く。）、独立行政

法人等（独立行政法人等の保有す

る情報の公開に関する法律（平成

１３年法律第１４０号）第２条第

１項に規定する独立行政法人等を

いう。以下同じ。）の役員及び職

員、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２条に規定する

地方公務員並びに地方独立行政法

人（地方独立行政法人法（平成１

５年法律第１１８号）第２条第１

（公文書の開示義務） 

第７条  同左 

 

 

 

 

 

 

（１）  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア  同左 

  イ  同左 

  ウ  同左 

エ 当該個人が公務員等（国家公務

員法（昭和２２年法律第１２０号

）第２条第１項に規定する国家公

務員（独立行政法人通則法（平成

１１年法律第１０３号）第２条第

２項に規定する特定独立行政法人

の役員及び職員を除く。）、独立

行政法人等（独立行政法人等の保

有する情報の公開に関する法律（

平成１３年法律第１４０号）第２

条第１項に規定する独立行政法人

等をいう。以下同じ。）の役員及

び職員、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２条に規定

する地方公務員並びに地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平

成１５年法律第１１８号）第２条



改正案 現行 

項に規定する地方独立行政法人を

いう。以下同じ。）の役員及び職

員をいう。）である場合において

、当該情報がその職務の遂行に係

る情報であるときは、当該情報の

うち、当該公務員等の職及び氏名

並びに当該職務遂行の内容に係る

部分 

  オ  略 

 （２）～（７）  略 

２  略 

 

第１項に規定する地方独立行政法

人をいう。以下同じ。）の役員及

び職員をいう。）である場合にお

いて、当該情報がその職務の遂行

に係る情報であるときは、当該情

報のうち、当該公務員等の職及び

氏名並びに当該職務遂行の内容に

係る部分 

  オ  同左 

 （２）～（７）  同左 

２  同左 

 


